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１．17年9月中間期の業績(平成17年4月1日～平成17年9月30日) 
 (1)経営成績 
 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年9月中間期 16,522 37.7 2,489 68.0 2,550 67.8 
16年9月中間期 12,000 63.3 1,481 895.9 1,519 821.7 
17年3月期 24,336  3,053  3,164  
       
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 百万円 ％ 円 銭  

17年9月中間期 3,798 147.2 49.18  
16年9月中間期 1,536 － 18.90  
17年3月期 2,650  32.80  
 (注)①期中平均株式数 17年9月中間期 77,245,075株 16年9月中間期 81,304,970株 17年3月期 80,041,933株 
   ②会計処理方法の変更 無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2)配当状況 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円 銭 円 銭  
17年9月中間期 3.00 －  
16年9月中間期 2.00 －  
17年3月期 － 5.00  
 
 (3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年9月中間期 34,431 21,837 63.4 284.22 
16年9月中間期 24,780 18,026 72.7 227.10 
17年3月期 26,927 18,655 69.3 239.16 
 (注)①期末発行済株式数 17年9月中間期 76,833,669株 16年9月中間期 79,374,548株 17年3月期 78,002,925株 
   ②期末自己株式数  17年9月中間期 12,185,710株 16年9月中間期  9,644,831株 17年3月期 11,016,454株 
 
 
２.18年3月期の業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日) 

 1株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通   期 32,400 4,900 5,100 5.00 8.00 
 (参考)1株当たり予想当期純利益(通期) 66円38銭 
 
※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
予想につきましては、様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予
想数値と異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料の６ページを
参照して下さい。 
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比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当中間期末 前　期　末 前中間期末

　科　目 (H17.9.30) (H17.3.31) (H16.9.30)
％ ％ ％

流 動 資 産 ( 25,544 ) 74.2 ( 20,031 ) 74.4 ( 5,512 ) ( 18,014 ) 72.7

現 金 及 び 預 金 4,433 3,980 453 2,778

受 取 手 形 4,974 3,920 1,054 4,092

売 掛 金 8,179 6,468 1,710 6,389

た な 卸 資 産 6,955 5,450 1,504 4,542

製 品 ･ 商 品 1,018 776 241 764

仕 掛 品 4,672 3,683 988 2,841

原 材 料 ･ 貯 蔵品 1,264 990 274 935

未 収 入 金 87 113 △ 25 114

そ の 他 996 180 815 176

貸 倒 引 当 金 △ 82 △ 82 － △ 79

固 定 資 産 ( 8,887 ) 25.8 ( 6,895 ) 25.6 ( 1,992 ) ( 6,766 ) 27.3

 有形固定資産 [ 5,782 ] 16.8 [ 4,352 ] 16.1 [ 1,430 ] [ 4,623 ] 18.6

建 物 2,027 2,143 △ 116 2,334

構 築 物 51 114 △ 63 118

機 械 装 置 1,288 1,265 23 1,302

車 両 運 搬 具 9 11 △ 1 12

工 具 ･ 器 具 備品 200 197 3 188

土 地 573 616 △ 43 643

建 設 仮 勘 定 1,630 2 1,627 23

 無形固定資産 [ 16 ] 0.0 [ 19 ] 0.1 [ △ 2 ] [ 47 ] 0.2

 投資その他の資産 [ 3,088 ] 9.0 [ 2,523 ] 9.4 [ 564 ] [ 2,095 ] 8.5

投 資 有 価 証 券 2,030 1,606 424 1,374

関 係 会 社 株 式 317 302 15 302

関 係 会社出資金 658 503 154 294

長 期 貸 付 金 3 3 △ 0 41

長 期 債 権 1 35 △ 33 46

そ の 他 77 76 0 78

貸 倒 引 当 金 － △ 4 4 △ 42

資 産 合 計 34,431 100.0 26,927 100.0 7,504 24,780 100.0

比較増減

-２２-
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比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

負債・資本の部

期　別　 当中間期末 前　期　末 前中間期末

　科　目 (H17.9.30) (H17.3.31) (H16.9.30)
％ ％ ％

( 11,651 ) 33.8 ( 7,518 ) 27.9 ( 4,132 ) ( 6,129 ) 24.8

支 払 手 形 7,337 4,638 2,698 3,916

買 掛 金 2,242 1,932 309 1,445

未 払 金 162 120 41 79

未 払 費 用 462 361 101 257

未 払 法 人 税 等 828 86 741 43

賞 与 引 当 金 251 226 25 195

そ の 他 367 152 214 192

( 943 ) 2.8 ( 753 ) 2.8 ( 190 ) ( 624 ) 2.5

退 職 給 付引 当金 533 553 △ 20 555

繰 延 税 金 負 債 309 122 186 11

役員退職慰労引当金 － 52 △ 52 30

そ の 他 99 24 75 28

負 債 合 計 12,594 36.6 8,271 30.7 4,322 6,754 27.3

10,599 30.8 10,599 39.4 － 10,599 42.8

( 8,024 ) 23.3 ( 8,024 ) 29.8 ( － ) ( 8,024 ) 32.4

資 本 準 備 金 4,138 4,138 － 4,138

その他資本剰余金 3,886 3,886 － 3,886

( 6,031 ) 17.5 ( 2,491 ) 9.2 ( 3,539 ) ( 1,536 ) 6.2

中 間 ( 当 期 )
未 処 分 利 益

6,031 2,491 3,539 1,536

451 1.3 179 0.7 272 16 0.0

△ 3,269 △9.5 △ 2,639 △9.8 △ 629 △ 2,151 △8.7

資 本 合 計 21,837 63.4 18,655 69.3 3,182 18,026 72.7

負 債 ･ 資 本 合 計 34,431 100.0 26,927 100.0 7,504 24,780 100.0

比較増減

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

-２３-
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比較損益計算書

　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　　別　 当中間期 前中間期 前事業年度

　科　　目 (H17.4.1～H17.9.30) (H16.4.1～H16.9.30) (H16.4.1～H17.3.31)

％ ％ ％

売 上 高 16,522 100.0 12,000 100.0 4,521 24,336 100.0

売 上 原 価 12,830 77.7 9,343 77.9 3,486 18,986 78.0

売　上　総　利　益 3,691 22.3 2,656 22.1 1,035 5,350 22.0

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,202 7.3 1,175 9.8 27 2,296 9.4

営　業　利　益 2,489 15.0 1,481 12.3 1,007 3,053 12.6

営 業 外 収 益 ( 109 ) 0.7 ( 78 ) 0.7 ( 30 ) ( 198 ) 0.8

受 取 利 息 及 び 配 当 金 56 21 35 31

そ の 他 52 57 △ 5 166

営 業 外 費 用 ( 48 ) 0.3 ( 40 ) 0.3 ( 7 ) ( 87 ) 0.4

支 払 利 息 0 0 0 0

そ の 他 48 40 7 87

経　常　利　益 2,550 15.4 1,519 12.7 1,030 3,164 13.0

特　別　利　益 ( 2,487 ) 15.1 ( 48 ) 0.4 ( 2,439 ) ( 88 ) 0.4

固 定 資 産 売 却 益 2,429 － 2,429 2

投 資 有 価 証 券 売 却 益 54 － 54 －

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4 48 △ 44 86

特　別　損　失 ( 458 ) 2.8 ( 19 ) 0.2 ( 438 ) ( 581 ) 2.4

固 定 資 産 除 売 却 損 337 － 337 4

移 設 費 用 107 － 107 －

た な 卸 資 産 評 価 損 13 － 13 －

た な 卸 資 産 除 却 損 － 17 △ 17 95

投 資 有 価 証 券 評 価 損 － － － 44

地 震 災 害 損 失 － － － 435

そ の 他 － 2 △ 2 2

4,578 27.7 1,547 12.9 3,031 2,671 11.0

780 4.7 10 0.1 769 20 0.1

3,798 23.0 1,536 12.8 2,261 2,650 10.9

2,232 － 2,232 －

－ － － 158

6,031 1,536 4,494 2,491

比較増減

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 ､ 住民 税及 び事 業税

中 間 配 当 額

-２４-
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 ①有価証券 
  子会社株式及び関連会社株式‥‥移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                 移動平均法により算定） 
   時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 
 ②たな卸資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
 ①有形固定資産 
   定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
    建     物‥‥‥15～38年 
    機 械 装 置‥‥‥10年 
 ②無形固定資産 
   定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。 

 
３．引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

 ②賞与引当金 
   従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当中間期に負担すべき額を計上
しております。 

 ③退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。 

   なお、会計基準変更時差異（2,086百万円）については、15年による按分額を費用処理し
ております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。 

 
４．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５．消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。 



 

- ２６ - 

注 記 事 項 

 

（中間貸借対照表関係） 

                    当中間期    前  期    前中間期 

１．有形固定資産の減価償却累計額   11,202百万円  12,380百万円  13,215百万円 
 

２．輸出受取手形割引高         2,200百万円   1,520百万円   1,315百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

                    当中間期    前中間期    前  期 
１．有形固定資産の減価償却実施額     215百万円    230百万円    464百万円 

 

（リース取引関係） 

   ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 

 
（有価証券関係） 

   当中間期、前年中間期及び前期のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で 

  時価のあるものはありません。 

 

 
 


